
 

 

令和８年度大阪地方最低賃金審議会 

第 370回総会 会議次第 

 

令和８年７月６日（月） 午前９時 00分 

（大阪合同庁舎第４号館４階 講堂） 

 

 

 １ 開    会 

 

 

 ２ 議    事 

 

 （１）本年度の審議の進め方について 

 

 （２）大阪府最低賃金の改正決定について（諮問） 

     

 （３）特定最低賃金の改正決定等について（諮問） 

     

 （４）その他 

  

        

 ３ 閉    会 



㊢ 

大労発基 0706 第１号 

令 和 ８ 年 ７ 月 ６ 日 

 

 

大阪地方最低賃金審議会 

   会長 衣笠 葉子 殿 

 

 

                      大阪労働局長 

                            高橋 秀誠 

 

 

大阪府最低賃金の改正決定について（諮問） 

 

 

 最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号）第 12 条の規定に基づく、大阪府最低

賃金（昭和 56年大阪労働基準局最低賃金公示第１号）の改正決定について、貴

会の調査審議をお願いする。 

 



㊢ 

大労発基 0706 第２号 

令 和 ８ 年 ７ 月 ６ 日 

 

 

大阪地方最低賃金審議会 

   会長 衣笠 葉子 殿 

 

 

                      大阪労働局長 

                             高橋 秀誠 

 

 

最低賃金の改正決定等について（諮問） 

 

 最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号）第 15 条第１項の規定に基づき、下記

の最低賃金の改正決定に関する申出があったので、同法第 21 条の規定により、

その必要性の有無について、貴会の意見を求める。また、貴会における審議の

結果、下記の最低賃金のうち、改正決定することを必要と認めるとの結論に達

した最低賃金の改正決定について、同法第 15条第２項の規定に基づき、併せて

貴会の調査審議をお願いする。 

 

記 

 

  ・ 大阪府塗料製造業最低賃金 

 

  ・ 大阪府鉄鋼業最低賃金 

 

・ 大阪府非鉄金属・同合金圧延業、電線・ケーブル製造業最低賃金 

 

  ・ 大阪府はん用機械器具製造業、生産用機械器具製造業、業務用機 

    械器具製造業、暖房・調理等装置、配管工事用附属品、金属線製 

    品製造業、船舶製造・修理業、舶用機関製造業最低賃金 

 

  ・ 大阪府電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信 

    機械器具製造業最低賃金 

 

  ・ 大阪府自動車・同附属品製造業最低賃金 

 

  ・ 大阪府自動車小売業最低賃金 
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大阪地方最低賃金審議会運営規程 

 

 

（規程の目的）  

第１条 大阪地方最低賃金審議会（以下、「審議会」という。）の議事運営は、最低賃金法 

   （昭和３４年法律第１３７号）及び最低賃金審議会令（昭和３４年政令第１６３号） 

    に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。 

 

（会議の招集） 

第２条 審議会の会議（以下、「会議」という。）は、会長が必要と認めたときのほか、大 

   阪労働局長、６人以上の委員又は労働者代表委員、使用者代表委員及び公益代表委 

   員各１人以上を含む３人以上の委員から開催の請求があったとき、会長が招集する。 

   

  ２ 前項の規定により、大阪労働局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場合 

   には、付議事項及び希望期日を、少なくとも当該期日の１週間前までに、会長に通 

   知しなければならない。 

 

  ３ 会長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合のほか、少な 

   くとも３日前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知するとともに、大阪労 

   働局長に通知するものとする。 

 

（小委員会等の設置） 

第３条 会長は、審議会の議決により、特定の事案について事実の調査をし、又は細目に 

   わたる審議を行うため、委員を指名して小委員会等を設けることができる。 

 

（委員の欠席） 

第４条 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときは、その旨を会長に 

   適当な方法で通知しなければならない。 

   

  ２ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在になるときは、あらかじめ会長に 

   適当な方法で通知しなければならない。 

 

（会議における発言） 

第５条 会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

 

  ２ 委員は、会議において発言しようとするときは、会長の許可を受けるものとする。 

 

  ３ 審議会は、会長が必要があると認めるときは、委員でない者の説明又は意見を聴 

   くことができる。 

 

資料 １ 
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（会議の公開） 

第６条  会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情報の保護 

   に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害され 

   るおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損な 

   われるおそれがある場合には、会長は、会議を非公開とすることができる。 

 

  ２ 会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な措置 

   をとることができる。 

 

（議事録及び議事要旨） 

第７条  会議の議事については、議事録又は議事要旨を作成するものとする。 

  

  ２ 議事録及び議事要旨並びに会議の資料は、原則として公開とする。ただし、議事 

   録及び会議の資料は、公開することにより、個人情報の保護に支障を及ぼすおそれ 

   がある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合又 

   は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場 

   合には、会長は、非公開とすることができる。 

 

  ３ 前２項の規定は、小委員会等について準用する。 

 

（意見等の提出） 

第８条  会長は、審議会が議決を行ったときは、答申書等を大阪労働局長に送付するもの 

   とする。 

 

（小委員会等の議事運営） 

第９条  この規程に定めるもののほか、小委員会等の議事運営に関し必要な事項は、小委 

   員会等の長が当該小委員会等に諮って定める。 

 

（規程の改廃） 

第１０条 この規程の改廃は、審議会の議決に基づいて行う。 

 

 

  附 則 

 

この規程は、平成１３年４月２７日から施行する。 

          この規程は、平成１４年４月２４日から施行する。 

   改 正  この規程は、令和４年７月６日から施行する。 
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大 阪 地 方 最 低 賃 金 審 議 会  

大阪府最低賃金専門部会運営規程  

 

（規程の目的） 

第１条  この規程は、大阪地方最低賃金審議会大阪府最低賃金専門部会（以下、「専門部会」

という。）の議事に関し、最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）及び最低賃金審

議会令（昭和３４年政令第１６３号）に定めるもののほか、必要な事項について定

めるものである。 

 

（委員） 

第２条  専門部会は、公益を代表する委員３人、労働者を代表する委員３人及び使用者を

代表する委員３人をもって組織し、委員の総数を９人とする。 

 

（会議の招集） 

第３条 専門部会の会議（以下、「会議」という。）は、部会長が必要と認めたときのほか、

大阪労働局長（以下、「局長」という。）又は３人以上の委員から開催の請求があった

とき、部会長が招集する。ただし、年度最初の会議は、大阪地方最低賃金審議会会長

（以下、「審議会会長」という。）が招集する。 

２ 前項の規定により、局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場合には、付議

事項及び希望期日を、少なくとも当該期日の１週間前までに、部会長に通知しなけれ

ばならない。 

３ 部会長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合のほか、少な

くとも３日前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知するとともに、局長に通

知するものとする。 

 

（委員の出席等） 

第４条 委員は部会長が必要と認めるときは、テレビ会議システム（映像と音声の送受信に

より、相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができるシステムをいう。次

項においても同じ。）を利用する方法によって、会議に出席することができる。 

  ２ テレビ会議システムを利用する方法による会議の出席は、最低賃金審議会令第６

条第６項により準用する同令第５条第２項及び第３項に規定する会議への出席に含

めるものとする。 

３ 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときは、その旨を部会長に

適当な方法で通知しなければならない。 

４ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在になるときは、あらかじめ部会長に

適当な方法で通知しなければならない。 

資料 ２ 
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（会議の進行） 

第５条 部会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

２ 委員は、会議において発言しようとするときは、部会長の許可を受けるものとする。 

３ 専門部会は、部会長が必要と認めるときには、委員でない者の説明又は意見を聴く

ことができる。 

 

（会議の公開） 

第６条 会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情報の保護に

支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害される

おそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわ

れるおそれがある場合には、部会長は、会議を非公開とすることができる。 

  ２ 部会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な措置

をとることができる。 

 

（議事録及び議事要旨） 

第７条 会議の議事については、議事録及び議事要旨を作成するものとする。 

  ２ 議事録及び会議資料は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、個

人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不

当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性

が不当に損なわれるおそれがある場合には、部会長は、議事録及び会議の資料の一部

又は全部を非公開とすることができる。 

３ 議事要旨は、原則として公開する。 

 

（報告） 

第８条 部会長は、会議において最低賃金法及び最低賃金審議会令に基づいて議決を行っ

たときには、その審議結果について、審議会会長に対して報告するものとする。 

 

（規程の改廃） 

第９条 この規程の改廃は、専門部会の議決に基づいて行う。 

 

 

附 則 

     この規程は、平成２５年７月３０日から施行する。 

     この規程は、令和３年７月２１日から施行する。 

改 正  この規程は、令和５年１２月７日から施行する。 
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令和８年度最低賃金専門部会の審議に関する了解事項 

 

令和８年 月 日 

 

大阪地方最低賃金審議会は、各最低賃金専門部会の運営に関する事項について、下

記のとおり了解する。 

記 

 

地域別最低賃金専門部会 

 １ 最低賃金審議会令第６条第５項の適用 

   地域別最低賃金専門部会（以下「地賃部会」という。）において、全会一致で

議決された場合は、最低賃金審議会令（昭和 34年政令 163号）（以下「令」とい

う。）第６条第５項の規定に基づき、地賃部会の決議をもって大阪地方最低賃金

審議会（以下「審議会」という。）の決議とする。 

 ２ 審議結果の審議会への報告 

   審議結果は、当該審議における議決が全会一致であるか否かにかかわらず、す

べて審議会に報告する。 

 ３ 審議の基本方針 

   審議は、自主性発揮等の観点から以下の基本方針に基づいて行うものとする。 

 （１）大阪労働局長から大阪府最低賃金の改正の決定について審議会に対して諮問

がなされた場合は、効率的な審議に資するよう、中央最低賃金審議会から地方

最低賃金審議会に対して地域別最低賃金額改正の目安が提示される前であっ

ても、調査審議を開始すること。 

 （２）前記（１）の調査審議は、大阪府下の最低賃金を取り巻く実情等を十分考慮

して行うこと。 

 （３）適正な改定最低賃金額の発効に向け、従来の経緯を尊重しつつ、円滑かつ適

切な調査審議を行う。 

 （４）議決は、全会一致を旨とし、十分な議論を尽くすこと。 

 ４ 地賃部会の廃止 

   任務を終了したときは、地賃部会を廃止する。 

 

特定最低賃金専門部会 

 １ 特定最低賃金専門部会の任務 

   特定最低賃金専門部会（以下「特賃部会」という。）は、特定最低賃金（以下

「特賃」という。）の決定又は改正決定の調査審議のほか、必要に応じ、これら

の必要性の有無についての調査審議を行う。 

 ２ 令第６条第５項の適用 

   特賃部会において、全会一致で議決された場合は、令第６条第５項に基づき、

特賃部会の決議をもって審議会の決議とする。 

（案） 
資料 ３ 
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 ３ 審議結果の審議会への報告 

   審議結果は、当該審議において全会一致で議決されない場合は、審議会へ報告

する。 

 ４ 審議の基本方針 

 （１）適正な改定最低賃金額の発効に向け、従来の経緯を尊重しつつ、円滑かつ適

切な調査審議を行う。 

 （２）審議は、拙速に陥らないように十分に配意し、適正な金額を示すこと。 

 ５ 特賃部会の廃止 

   任務を終了したときは、特賃部会を廃止する。 
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大阪地方最低賃金審議会 運営小委員会 運営規程 

 

（設置） 

第１条 大阪地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）運営規程第３条の規定に基づ

き、運営小委員会を設ける。 

 

（審議の目的） 

第２条 運営小委員会は、審議会の議決により、審議会の運営に関する事項について、審

議を行うものとする。 

 

（委員） 

第３条 運営小委員会は、公益を代表する委員３人、労働者を代表する委員２人及び使用

者を代表する委員２人をもって組織し、委員の総数を７人とする。 

 

（委員長） 

第４条 運営小委員会に委員長を置く。 

  ２ 委員長は、公益を代表する委員のうちから選任する。 

  ３ 委員長に事故があるときは、あらかじめ前項の規定の例により選任された者が委

員長の職務を代理する。 

 

（会議の招集） 

第５条 運営小委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が必要と認めたときのほ

か、大阪労働局長（以下、「局長」という。）又は２人以上の委員から開催の請求が

あったとき、委員長が招集する。ただし、年度最初の会議は、審議会会長が招集す

る。 

２ 前項の規定により、局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場合には、付

議事項及び希望期日を、少なくとも当該期日の１週間前までに、委員長に通知しな

ければならない。 

３ 委員長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合のほか、少

なくとも３日前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知するとともに、局長

に通知するものとする。 

４ 委員長が必要であると認めるときは、会議の招集に代わり事案の概要を記載した

書面を委員に送付し、その意見を徴し又は賛否を問い、その結果をもって会議の議

決に代えることができる。 

 

（委員の出席等） 

第６条 委員長が必要であると認めるときは、テレビ会議システム（映像と音声の送受信

により、相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができるシステムをいう。

次項においても同じ。）を利用する方法によって、会議に出席することができる。 

  ２ テレビ会議システムを利用する方法による会議の出席は、最低賃金審議会令第６

条第６項により準用する同令第５条第２項及び第３項に規定する会議への出席に含

めるものとする。 

３ 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときは、その旨を委員長
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に適当な方法で通知しなければならない。 

４ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在になるときは、あらかじめ委員長

に適当な方法で通知しなければならない。 

（会議の進行） 

第７条 委員長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

２ 委員は、会議において発言しようとするときは、委員長の許可を受けるものとす

る。 

 

（会議の公開） 

第８条 会議は、原則として非公開とする。 

 

（議事録及び議事要旨） 

第９条 会議の議事については、議事録及び議事要旨を作成するものとする。 

ただし、第５条第４項による開催の場合は議事要旨のみを作成するものとする。 

  ２ 議事要旨は原則として公開する。 

 

（報告） 

第１０条 委員長は、会議の審議結果について、審議会会長に対して報告するものとする。 

 

（規程の改廃） 

第１１条 この規程の改廃は、運営小委員会の議決に基づいて行う。 

 

 

附 則   

この規程は、平成１６年５月２４日から施行する。 

     この規程は、平成２５年６月１２日から施行する。 

 この規程は、令和３年７月７日から施行する。 

  この規程は、令和８年６月８日から施行する。 
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 大阪地方最低賃金審議会 特別小委員会 運営規程（案） 

 

（設置） 

第１条 大阪地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）運営規程第３条の規定に基づ

き、特別小委員会を設ける。 

. 

（審議の目的） 

第２条 特別小委員会は、審議会の議決により、産業別最低賃金の決定、改正又は廃止の

必要性の有無について、審議を行うものとする。 

 

（委員） 

第３条 特別小委員会は、公益を代表する委員４人、労働者を代表する委員４人及び使用

者を代表する委員４人をもって組織し、委員の総数を１２人とする。 

 

（委員長） 

第４条 特別小委員会に委員長を置く。 

  ２ 委員長は、公益を代表する委員のうちから選任する。 

  ３ 委員長に事故があるときは、あらかじめ前項の規定の例により選任された者が委

員長の職務を代理する。 

 

（会議） 

第５条 特別小委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が必要と認めたときのほ

か、大阪労働局長（以下、「局長」という。）又は４人以上の委員から開催の請求が

あったとき、委員長が招集する。ただし、年度最初の会議は、審議会会長が招集す

る。 

２ 前項の規定により、局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場合には、付

議事項及び希望期日を、少なくとも当該期日の１週間前までに、委員長に通知しな

ければならない。 

３ 委員長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合のほか、少

なくとも３日前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知するとともに、局長

に通知するものとする。 

４ 特別小委員会は、委員の３分の２以上又は労働者を代表する委員、使用者を代表

する委員及び公益を代表する委員の各３分の１以上が出席しなければ、会議を開き、

議決をすることができない。 

５ 委員長が必要であると認めるときは、会議の招集に代わり事案の概要を記載した

書面を委員に送付し、その意見を徴し又は賛否を問い、その結果をもって会議の議

決に代えることができる。 

 

（委員の出席等） 

第６条 委員長が必要であると認めるときは、テレビ会議システム（映像と音声の送受信

により、相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができるシステムをいう。

次項においても同じ。）を利用する方法によって、会議に出席することができる。 

  ２ テレビ会議システムを利用する方法による会議の出席は、最低賃金審議会令第６

条第６項により準用する同令第５条第２項及び第３項に規定する会議への出席に含
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めるものとする。 

３ 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときは、その旨を委員長

に適当な方法で通知しなければならない。 

４  委員は、旅行その他の事由によって長期間不在になるときは、あらかじめ委員

長に適当な方法で通知しなければならない。 

 

（会議の進行） 

第７条 委員長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

２ 委員は、会議において発言しようとするときは、委員長の許可を受けるものとす

る。 

 

（関係者からの意見聴取） 

第８条 特別小委員会は、委員長が必要と認めるときは、関係労働者、関係使用者その他

の関係者の意見を聴くことができる。 

 

（会議の公開） 

第９条 会議は、原則として非公開とする。 

 

（議事録及び議事要旨） 

第１０条 会議の議事については、議事録及び議事要旨を作成するものとする。 

ただし、第５条第５項による開催の場合は議事要旨のみを作成するものとする。 

２ 議事要旨は原則として公開する。 

 

（報告） 

第１１条 委員長は、会議の審議結果について、審議会会長に対して報告するものとする。 

 

（規程の改廃） 

第１２条 この規程の改廃は、特別小委員会の議決に基づいて行う。 

 

附 則   

この規程は、平成１６年５月２４日から施行する。 

     この規程は、平成２５年７月９日から施行する。 

  この規程は、令和３年７月１４日から施行する。 

改正   この規程は、令和〇年〇月〇日から施行する。 
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月 意見聴取公示 異議申出公示

5月18日　午前10時00分
５月

　　・審議会の進め方について

６月 6月18日
　実地視察（本審委員）

７月６日（月）
７月6日午前10時00分 ～７月21日（火）

　　　　 　　　 〈地賃〉
　・運営小委員会の審議結果説明

7月22日午前10時00分

　第２回総会（第371回）
　　・中賃の目安を伝達
　・意見の陳述（地賃）

8月7日午前10時00分

　第３回総会（第372回）
　・地賃専門部会審議結果報告

　各特賃の必要性の専門部会 ８月○日（○）
～８月○日（○）

（１～３回程度）  〈地賃〉
8月21日午前10時00分 　　・部会長等の選出 　　　　８月下旬
　第４回総会（第373回） 　　・審議の進め方 　　　　　～９月下旬

　・地賃異議申出に係る諮問・答申 　　・特賃の改正決定の必要性の
　　　有無の審議 　　　　 　（特賃・必要性

　　・全会一致の場合は 　　　　　　 ありとなった

　　　必要性の答申 　　　　　　 業種から順次

　　　　　　 公示する。）

〇月○日（○）
９月中旬～10月上旬 ～○月○日（○）
　各特賃の改正決定専門部会  〈特賃〉

　　（１～２回程度）

10月中旬～下旬

　第５回総会（第374回）
　・不一致審
　・特賃必要性不一致に係る
　　報告・答申

　第６回総会（第375回）
　・異議審

７月

7月6日午前9時00分

11月

８月中旬～９月上旬

　　第１回 ～ 結審

　第１回 ～ 結審

９月

８月

　・具体的な金額の審議

・地賃答申附帯事項への取組報告

　第１回特別小委員会

　・地賃改正決定答申

１0月

～

時00分,7月30日,8月3，5日午前9時30分）

　・目安額を踏まえた金額審議

  ・審議の進め方
  ・地賃答申附帯事項への取組報告

　第２回～第５回地賃専門部会

　  　　　〈地賃・特賃〉

7月28,30日、8月3，5日（7月28日午前10

　第１回総会（第370回）

　・地域別最賃改定の諮問

　・特賃の新設・改正必要性及び

　　新設決定・改正決定の諮問

7月29日午前10時00分

 ・審議会の進め方について

～7月14日（火）
７月６日（月）

７月下旬～８月上旬

  ・特賃の改正決定等の申出状況

  ・審議の進め方

6月8日　午前10時00分

　第１回運営小委員会

　第１回地賃専門部会
  ・部会長等の選出

令和８年度最低賃金審議会審議日程（案）

総　　　　会 専門部会等
　専門部会委員

推薦公示

 第１回公益委員会議

※運小終了後、検証会議
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6

月

末

　　８．　６． 末

　　８．　６． 末

～ 　　８．　６． 末

　　８．　６． 末

　　８．　６． 末

　　８．　６． 末

　　８．　６． 末

7

月

8

月

全会一致で

必要性有りの場合

9 （令６条５項により答申）

月

第５回総会（第374回）

①必要性の専門部会報告

※不一致業種の報告

→ 必要性無しの答申

10 ②改正決定専門部会報告

月 ※不一致業種について採決

→　改正決定額の答申

②の場合で

異議申し出が

出された場合

 

令和８年度　特定最低賃金改正申出に係る審議の流れ（案）

改正決定申出業種（７業種）

塗 料 第１回　総会（第370回）

機 械 ・ 金 属 関 連 ７月６日（月）

電 気 機 械 関 連 申 出 受 理 報 告

鉄 鋼 審議の進め方

非 鉄 金 属 関 連 必要性の諮問及び

自 動 車 ・ 同 附 属 品 改正決定の諮問（7業種）

自 動 車 小 売

各特賃（7業種）

必要性の専門部会

8月中旬から９月上旬 必要性

必要性審議（２～３回） 不一致の場合

意　見　聴　取

金額

必要性の結論

各特賃（必要性有りの業種）

改正決定の専門部会

9月中旬から10月上旬

改 正 決 定 審 議（１～２回）

第６回総会（375回）

異議審（特賃）

不一致の場合

資料 ６
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２０２６年６月２５日 
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貴職におかれましては、平素より交通運輸産業の健全な発展に向けて、お力添え

をいただいていることに、心より敬意を表します。 

さて、トラック運輸産業は、2024 年４月にスタートしたトラックドライバーの働

き方改革による輸送能力の維持が課題とされた「物流の 2024 年問題」の対応につい

て、事業者においては燃料価格や輸送に必要なさまざまな資材価格の高騰などによ

って経営環境が厳しさを増す中にあっても、雇用を守るために多くの努力をされて

います。 

しかしながら、超少子高齢化に伴い生産年齢人口の減少が進む中、規制緩和以降

に顕著となった労働環境の悪化などにより、若年層の入職者数は減少し、業界の高

齢化も進み、トラック運転者不足は深刻さを増しています。 

このような状況下において、昨年６月には、「事業許可の５年更新制の導入」、「適

正原価を下回る運賃・料金の制限」、「委託次数の制限」、「違法な白トラの利用に係る

荷主等の取締り」等を内容とする「トラック適正化二法」が可決・成立しました。現

場で働くトラックドライバーをはじめ、事業の主体となる現場で働く労働者の豊か

な労働環境の実現をめざし、積極的な取り組みが推進されることから、業界の質の

向上や取引適正化が進むものと期待しています。 

また、「標準的運賃」については適正原価の導入によって将来的に廃止となります

が、他業種と比較してコスト上昇分の価格転嫁が進んでいない状況にあります。全

産業平均と比較して長時間労働・低賃金の状況にある業界の取引環境の改善は急務

であることを踏まえ、適正運賃・料金収受に向け、取引適正化を推進し、トラック運

送事業者が持続可能な経営基盤を確保できる環境を整備する必要があります。 

私たち近畿交運労協トラック部会は、トラック運輸産業の産業別労働組合として、

産業の健全な発展、業界の底上げ、そして働く者の生活の安定と地位向上を希求し

ています。物流を止めないため、このトラック運輸産業が若年層を中心とした人材

確保につながる魅力ある産業とするために、労使で課題を共有しつつ、その解決に

むけて胸襟を開いて情報交換する、この政策要請の場に強く期待を持っているとこ

ろです。 

つきましては、以下のとおり「2026 年交通運輸政策に関する要請」を取りまとめ

ましたので、申し入れ致します。 

大阪労働局におかれましては、要請内容に対しまして十分なご検討をいただき、

これらの政策要求実現のために格段のご尽力をいただきますようお願い申し上げま

す。 
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１．改正労働基準法および改正改善基準告示への対応について 

（１）2024 年４月、労働基準法および改善基準告示の改正が行われたが、自動車運

転者は依然として長時間労働かつ低賃金の状況に置かれていることに加え、過

労死や深刻な労働力不足に直面している等、労働条件の改善は喫緊の課題とな

っている。 

ついては、改正法の厳格な運用に加え、自動車運転者の労働環境改善を図り、

早期に一般則が適用されるよう、具体的な施策展開と強力な指導を行われたい。 

また、改正改善基準告示の周知徹底について、貴省を中心に、国土交通省、地

方自治体などの関係方面から、事業者等に対し、広く取り組まれていることは

評価する。なお、改善基準告示に対する荷主の認知度について、国土交通省の調

査では、改善は見られるものの、特に着荷主の割合は未だ低い状況であること

から、事業者等はもとより、引き続き発・着荷主に対し周知に向けて強く取り組

まれたい。 

加えて、長時間の恒常的な荷待ち時間を発生させる等の荷主企業に対し、労

働基準監督署に設置されている荷主特別対策チームから配慮を要請する取り扱

いについて、トラック・物流Ｇメン等と連携を図るなど、荷主企業等へ周知され

たい。 

さらに、改正改善基準告示を遵守することで、時間外労働に関する規制を一

般則（年 720 時間）適用に向けて可能な限り早期に移行できるよう位置付けら

れ、若者等が集まる産業への転換となるよう、早期にこの適用に向けたロード

マップを示されたい。 

（２）運転者の体調急変に伴う事故を防止するための対策について、貴庁の 2024 年

度「過労死等の労災補償状況」における脳血管疾患および心臓疾患・大血管疾患

（過労死等）の労災補償状況における業種別の支給決定件数 241 件のうち、道

路貨物運送業は 52 件となり、他業種と比較して最も高い結果となった。その中

で、国土交通省の令和８年度予算概算要求では、健康起因事故防止を推進する

ため取り組まれていることから、ドライバーの健康確保等に向けて関係省庁と

連携して取り組まれたい。 

加えて、道路貨物運送業における健康起因事故は高止まりの状況にあること

から、引き続き、定期健康診断の完全実施や、自動車運送事業者における脳血管

疾患および心臓疾患・大血管疾患に係る対策ガイドラインで推奨されている各

種検査・検診等の普及促進に向けた指導を徹底されたい。 

２．監督・監査業務の実効性の向上について 

労働基準監督機関においては、自動車運転者の適正な労働条件の確保につい

て、重点的に取り組まれているところと承知しているが、例年の違反率は一進

一退の状況にあり、現在の監督体制では、事業者数を鑑みると対応しきれてい
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ない現状にあると思われる。まずは、トラック・物流Ｇメンとの連携をはじめ、

国土交通省や貨物自動車運送適正化事業実施機関などとともに、改善基準告示

違反や社会保険未加入事業者の監督・監査をさらに強化するとともに、相互通

報制度を強め、悪質事業者に対する罰則を強化されたい。また、より効率的な監

督・監査の手法として、デジタルタコグラフ等の機器の設置と一定期間ごとに

データの提出を全事業者に義務付ける電子監査の導入、および機器設置に対す

る補助制度の拡充について検討されたい。 

３．女性ドライバーの確保・育成に向けた支援の施策について 

（１）女性ドライバーの確保・育成について、事業者によっては経営基盤が脆弱であ

るため設備投資が十分に進んでいない実態がある。ついては、女性が働きやす

い労働環境を整備する際への支援策の一つとして、「働き方改革推進支援資金」

の活用が示されていることから、引き続き女性活躍推進につながることも含め

たさらなる周知および、本制度の拡充など実効性ある取り組みを省庁横断的に

展開されたい。 

（２）現場では女性が活躍する場の受け入れ態勢が整っていない課題が見られる。

特に早期離職の原因の一つとして、職場における女性に対しての相談先確保の

欠如が指摘されていることから、女性活躍のための実効性のある職場環境整備

に取り組まれたい。 

（３）女性の活躍を阻む要因として、商取引・流通段階で規格化された重量物の存在

は大きな課題である。手積み・手おろしされる重量物は、女性労働基準規則の

上限を超え、労働力確保や物流の持続性を阻害する要因となりうる。したがっ

て、女性労働基準規則を踏まえた商品規格の軽量化・小分け化等による荷役作

業の負担軽減や荷役分離に資する機器の導入等、環境整備に取り組まれたい。 

４．自動車運送事業における働き方改革の実現に向けて 

自動車運送事業における働き方改革の実現に向けて、以下の施策に取り組ま 

れたい。 

（１）長時間労働に依拠した現行の賃金水準では、働き方改革の進展により賃金収

入が低下し、ドライバーの生活が維持できないとの声が現場から上がっている。 

ドライバーの賃金等については、国土交通省が「標準的運賃」を告示し、事業

者による適切な運賃・料金の収受を原資にその改善を図るよう取り組んでいる

ところであるが、依然として歩合給中心の賃金制度としている事業者が多く、

業務の繁閑や病気等の休業により、賃金収入が著しく変動する状況がある。ま

た、時間管理もなされていない完全運賃歩合制（出来高制）や、個人償却制度な

ども散見されることから、改善基準通達（６割の保障給）の厳格運用を徹底する

とともに、問題のある賃金制度の改善に向け、さらに指導を強化されたい。 
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加えて、時間外労働の上限規制における近い将来の一般則（年 720 時間）の

適用を念頭に、長時間ありきの賃金制度の改善に向けた何らかの所定内賃金水

準の指標を検討されたい。 

（２）特定（産業別）最低賃金は、労使のイニシアティブで産業・職種の時間あたり

賃金の最低ラインを引くことで、その未払いに対する刑事・民事上の抑止力が

発生することから、運送コストの一定の比重を占める時間あたり賃金に対する、

合法的なカルテルとして機能することができる。また、その設定は、都道府県単

位に限らず、複数の都道府県単位、あるいは全国一律でも可能である。 

特定最低賃金の導入は、運賃水準の確保にも繋がることから、労使関係の安

定のみならず、事業の公正競争確保の役割を果たすものであるが、これまで高

知県で 910 円（一般貨物自動車運送業・現行最低賃金 1,023 円）が設定されて

いるのが唯一の事例であったが、昨年の地域別最低賃金の大幅な引き上げに伴

い、効力が失われた。ついては、「産業別最低賃金制度の確立に努める」との貨

物自動車運送事業法制定時の附帯決議も踏まえ、特定（産業別）最低賃金の新設

は労使で取り組むとしても、審議の前提となる公正競争ケースの申し出の要件

の判断に際しては、そのハードルも含めて、行政としての最大限の支援策を講

じられたい。併せて、事業者団体と特定最低賃金に対する理解を深める場を設

置されたい。 

加えて、「トラック適正化二法」の主旨であるトラックドライバーの適切な賃

金原資を確実に担保するべく、特定（産業別）最低賃金の設定は有効な施策とな

りうる。特に、地方における物流機能の維持は、現地産業の維持・発展に欠かせ

ない。物流人材を引き寄せ、業界の質を担保するために特定（産業別）最低賃金

の設定が必要であることから、他業種との公正競争の観点から特定（産業別）最

低賃金の設定にむけて取り組まれたい。 

（３）副業について、政府は、普及促進する方針であるが、ドライバーの場合、副業

による休憩・休息時間の確保状況の把握が困難となるおそれがあり、過去には、

副業を起因としたトラックドライバーの睡眠不足から、多くの死傷者を生ずる事

故が発生している。 

また、労働時間の通算については労働者の自己申告によるものであり客観的に

通算する仕組みがなく、本業と副業の労働時間を通算して過労死認定された事例

もある。今後、ドライバーの働き方改革が進むことによる賃金収入の減少から、

副業への就業を望む声が強まることも想定されるが、ドライバー等が副業を希望

する主な理由は賃金所得の補填であり、まずは適切な運賃・料金の確実な収受に

より、本業の賃金等を引き上げることが、必要と考える。 

ついては、副業に関して、安全運行と過労運転防止等の観点から労働組合とし

て原則反対のスタンスであり、厚生労働省としても、引き続き、事業者への注意

喚起や指導に取り組まれたい。 
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そして、例外的にドライバーが副業する場合においても、事業者の責任で本来

業務と合わせて改善基準告示に適合するよう強く指導されたい。 

その際には、ドライバーのトラック、バス、ハイタク、運転代行にまたがる複

数業務の掛け持ちや、それを仲介する事業が横行することも懸念される。ついて

は、運転免許証番号と法人マイナンバーを活用した、事業者に選任される運転者

の行政の登録制度（項目は現在の運転者台帳を想定）を創設するとともに、改善

基準告示については、各モードで最も厳しい項目を適用されたい。 

（４）労働基準法第 40 条および同法施行規則第 32 条で規定される「長距離にわた

り継続して乗務するもの」のうち、自動車の運転にかかわるものの休憩時間に

関する規定は、改善基準告示の連続運転時間経過後の運転中断中に貨物の積み

降ろしが行われる実態等も踏まえ、2024 年４月に同告示の改正が行われた。し

かし、業界団体の調査では、同告示の改正について「荷主等が理解していない」

回答が一定数見られることから引き続き、発・着荷主等に対し、原則休憩時間と

なることについて、実態等を踏まえたことである経緯含め、引き続き広く周知

を図るとともに荷主含め事業者等に対し、その理解に向けて取り組まれたい。 

（５）改善基準通達（基発第 93号）の以下の項目を告示化されたい。 

・累進歩合の禁止 

・手待ち時間は労働時間であること 

・歩合給が採用されている場合には、労働時間に応じ、固定給と併せて通常の賃

金（時間外・休日手当を含む３ヶ月の平均賃金を総労働時間で除したもの）

の６割以上の賃金が保障されるよう保障給を定めること 

（６）厚生労働省では、国土交通省との連携強化や相互通報制度の拡充、合同監査・

監督の実施等により、労基法・改善基準違反を端緒とした処分事業者の発生な

ど一定程度の成果を上げているが、いまだに違反事業者は後を絶たない実態に

ある。したがって、行政監査の充実強化および適正化事業実施機関との連携強

化を一層強化されたい。 

５．トラック免許取得講座の拡充等の人材確保に関する施策について 

教育訓練給付制度において、新たに大型自動車第一種免許の 37 講座が特定一般

教育訓練講座に指定されたことは評価する。運輸業界における人手不足は依然と

して深刻な状況であることに加え、当該免許は、一般に順次取得することでステ

ップアップを図る職業免許であり、より上位の免許を取得することが生産性向上

に有効なことから、引き続き、制度の一層の充実化に取り組まれたい。 

併せて、大型トラックドライバーの就業を促進するための制度として、東京都

「介護職員就業促進事業」などを参考に、「大型トラックドライバー就業支援促進

事業（仮称）」を創設されたい。 

以上 
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２０２６年６月３０日 

大阪労働局長 高橋 秀誠 様 

日本共産党大阪府議会議員団 

石川 たえ 

 

賃上げ実現、大阪の雇用を守る重点要望 
 

 昨年度、府内最低賃金は時給１，１７７円に引き上げられました。４年前の２０２１年度と比べ

ると１８５円の増額ですが、府内の実質賃金は同時期にむしろ減少しています。この間の物価高騰

に賃上げが追いついていないことが原因です。 

 加えて、アメリカとイランの停戦が合意されたものの、この戦争による物価高騰や資材不足の影

響は今夏以降に本格化すると報じられています。この影響は中小企業ほど大きく、資金繰りの困難

の拡がりや採用・賃上げ抑制の動きもみられています。 

 中小企業、非正規雇用の比率が高い大阪でこそ、暮らしの状況に見合った最低賃金引き上げが重

要です。併せて、最低賃金の引き上げが経営・雇用環境の悪化を招かないよう、行政による中小企

業への支援が不可欠です。 

 また、労働時間の短縮や不当な解雇の規制など労働者の権利を守るルールの強化・徹底も必要で

す。 

 よって、大阪の雇用と中小企業を守り賃上げを実現する立場で、下記の施策の速やかな実施を要

望します。 

 

記 

 

（１）最低賃金を時給１７００円以上に速やかに引き上げ、２０００円を目指すこと。 

   最低賃金を全国一律とすること。 

（２）賃上げを行う中小企業に対し、社会保険料の減免や賃金助成等の直接支援制度を創設するこ

と。 

（３）女性の賃金を引き上げ、男女賃金格差是正を推進すること。 

   男女賃金格差を是正する企業への補助制度を設けること。 

（４）時間外・休日労働や連続・休日出勤への規制を強化すること。 

   労働基準監督署の体制を拡充し、違法な長時間労働や賃金未払い、職場でのハラスメント等

の防止策を強めること。 

（５）「非正規ワーカー待遇改善法」を制定し、非正規労働者への差別・格差の解消、同一価値労働

同一賃金・均等待遇の徹底、正規雇用化を進めること。 

（６）ケア労働者等の賃上げと労働条件の改善を進め、必要な職員を確保できるようにすること。 

（７）雇用や賃金、下請け単価などの維持・確保を、府内の経済団体・大企業に要請すること。 

   監督体制を強化すること。 

（８）下請け賃金の適正化や品質確保を保証する公契約法を制定すること。 

 

以上 
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